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Ⅰ 緒 言 

 
これまで日本の農村では，集落にある水田用の用排水路

（開水路）の維持管理は，集落が取り仕切り，集落の農家

を動員して行われてきた（岡本，2003）。ところが近年，

過疎化，高齢化，混住化等の進行に伴う集落機能の低下に

より，そのような維持管理の適切な実施が困難になってき

た（農林水産省，2013a）。そこで，国は 2007 年度から，

集落等を構成する区域において，農家，非農家等を構成員

とする「活動組織」と呼ばれる新たな維持管理主体の設立

促進を開始した。併せて，活動組織が行う維持管理等の共

同活動に対して，財政的，技術的な支援を始め，現在も農

地・水保全管理支払交付金（以下「保全対策」という。）

として継続している（農林水産省，2013b）。 
保全対策の公表されている最新の評価結果（農林水産

省，2012a）によれば，保全対策による共同活動は，「用排

水路等の機能維持に役立っている」と評価されている。一

方，課題として，「農業者の高齢化や農村の混住化が今後

さらに進行する中，地域共同による農業用水等の保全管理

活動を継続すること」が示されている。ここで，以下本報

では，保全対策で使われている用語「保全管理活動」を，

後述する既往研究（例えば鬼丸・佐藤，2011）における用

語と整合をとって「労力負担行動」と呼び，用排水路の維

持管理に必要な労力を負担することの意味で用いる。な

お，労力負担行動の具体例には，用排水路の草刈り，泥上

げ等がある。 
労力負担行動に関する既往研究を見ると，これまで複数

の研究において，「労力負担行動に影響を与える諸要因の

中から適切な要因を選択し，その要因に働きかけることに

よって，行動を継続・促進させる」という観点から，労力

負担行動と影響要因との関係が分析されている。そのよう

な既往研究のうち鬼丸・佐藤（2011）は，労力負担行動へ

の影響要因として，労力負担意欲，労力負担能力，労力負

担の振り分け方法，労力負担の履行方法の 4 つを示してい

る。これらの要因のうち，労力負担意欲については，鬼丸

（2012）が構造方程式モデリングを使って，意欲とそれに

影響を与える要因との関係を分析している。また，労力負

担の振り分け方法に関しては合崎ら（2006）が，労力負担

の履行方法に関しては山本・長澤（2010）が，それぞれ選

択実験，コンジョイント分析によって，非農家住民の協力

が得やすい作業計画を検討する具体的な方法を示してい

る。 
一方，労力負担能力については，それに着目して議論し

た既往研究は見られない。しかし，前述した保全対策にお

ける課題の解決を目指して，農家，非農家に労力負担を求

める場合，負担意欲があり，負担の振り分け方法と履行方

法が適切であっても，体力等の面で負担能力がなければ，

彼らは労力を負担することはできない。したがって，労力

負担能力について議論することは，労力負担行動への他の

3 つの影響要因と同様に，重要であると考える。 
松下（2009）は，現状では活動組織の大半が集落単位で

形成されており，集落単位の動きが共同活動の取り組み状

況を知る 1 つの判断基準になると述べている。このことか

ら，労力負担能力について議論する場合，能力について 2
つの捉え方ができると考える。1 つは，参加者「個人」の

労力負担能力であり，もう 1 つは，活動組織の設立基盤で

ある，「集落」の労力負担能力である。 
上記のうち「個人の労力負担能力」を，これまで維持管

理の中心となってきた農家（岡本，2003）について見れば，

農村の高齢化が進行している（農林水産省，2013a）ので，

彼らの能力は加齢に伴う体力低下等によっていずれ低下

するであろう。そのような場合でも，農家の能力が低下し

た分を非農家が補えば，もう 1 つの「集落の労力負担能力」

は，維持管理に必要な水準を保つことができると考える。 
 このことから，まずは集落に着目し，集落の労力負担能

力に応じて労力負担行動をするための支援策を検討・実施

することは，保全対策における課題「地域共同による労力

負担行動を継続すること」の解決に繋がるものと考える。 
具体的には，集落として労力負担行動をしている集落を

対象に，労力負担能力が継続する見込み（以下「継続性」

という。）を評価し，継続性が相対的に低い集落を対象に，

所要の支援策を検討・実施することが考えられる。このよ
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うに対象集落を絞り込むことは，国家財政が厳しい中で効

果的に施策を講ずる観点からも，妥当なものであると考え

る。 
以上のことから，本報では，水田用の用排水路の維持管

理における集落の労力負担能力の継続性について，その評

価を事例集落のデータを用いて試みる。 
なお，以下本報では労力負担能力という言葉を，「維持

管理に必要な労力を負担し得る力」の意味で用いる。した

がってそれには，集落に住む，現在は労力を負担していな

い者の能力を含む。 
 

Ⅱ 方 法 

 
労力負担能力は，上述した定義から明らかなように構成

概念である。構成概念とは，本報で取り扱う能力のほか，

学力，意欲のような，種々の現象や行動を説明するために

仮定・導入される内的状態や心理過程のことである（横川，

1995）。構成概念は，それ自体を直接観測することはでき

ない。そのため，直接観測することが可能な観測変数を通

じて，間接的に測定することになる。その方法には，主に，

構成概念が観測変数に影響を与えると考えられる場合に

用いる因子分析と，観測変数が構成概念に影響を与えると

考えられる場合に用いる主成分分析とがある（豊田，

1992）。 
Ⅰ編で述べたように，労力負担能力に着目して議論した

既往研究は見られない。そこで本報では，はじめに既往研

究で示された労力負担行動への影響要因の観測変数を整

理し，それらのうち能力を介して行動に影響を与えると考

えられるものを基に，労力負担能力の指標となる観測変数

（以下「指標変数」という。）を検討することにした。その

上で，上記の豊田（1992）に従って，指標変数のデータを

主成分分析することにより，労力負担能力を測定すること

にした。 
次に，Ⅰ編で述べたとおり，本報では労力負担能力に応

じて労力負担行動をするための支援策を検討することを

上位目標としている。そこで，現時点のデータを用いて現

在の労力負担能力を測定し，その結果を基に，現在の労力

負担行動との関係に着目して労力負担能力を分析するこ

とにした。 
そして，趨勢により予測した 10 年後のデータを用いて

将来（10 年後）の労力負担能力を測定し，それを現在の能

力の分析結果と比較することによって，労力負担能力の継

続性を評価することにした。 
具体的な方法は，次のとおりである。 

 
2.1 労力負担能力の指標変数の検討方法 

2.1.1 労力負担行動への影響要因の観測変数 

Table 1 は，集落の労力負担行動への影響要因について

議論した入手可能な既往研究の中から，影響要因とその観

測変数について記述した部分等を抽出・整理したものであ

る。 

既往研究では，集落の労力負担行動への影響要因とし

て，Table 1 の影響要因欄に示した要因を挙げている。ま

た，各影響要因の説明変数の候補として，説明変数欄に示

した各変数を挙げている。そして，被説明変数欄に示した

用排水路管理の実施有無等を被説明変数にして回帰分析

を行い，○および△で示した，統計的に有意であった説明

変数（候補）を，労力負担行動への影響要因の説明変数と

している。ここで，説明変数欄に示した各変数は，回帰分

析の立場から見れば説明変数と呼ばれ，観測可能か否かと

いう立場から見れば観測変数と呼ばれるものであること

から，以下本報ではそれらを観測変数と呼ぶことにする。 
Table 1 の影響要因欄を見ると，同じ概念と考えられる

影響要因が，例えば藤栄（2006）では集落内の異質性，藤

栄（2007）では社会的異質性，藤栄（2008）では集落の社

会的異質性と，異なる名称で表現されている場合がある。

また，観測変数欄を見ると，同じ変数，例えば総戸数が，

藤栄（2007）では集落規模，松下（2009）では集落属性と，

異なる影響要因の観測変数として用いられている場合が

ある。 
そこで本報では，既往研究における影響要因を同種の概

念で分け，適当と考えられる名前を付けて Table 1 の区分

欄に示した。また，各影響要因の観測変数を，区分欄と対

応させて観測変数欄に整理した。 
2.1.2 労力負担能力の指標変数 

豊田（1992）は，分析者が興味を持っている変数を規定

する要因は数多く存在するから，採用すべき全要因をモデ

ルに組み込んで分析することはできないと述べている。こ

のことへの対処に関して豊田（1998）は，モデル内の要因

は，モデル構成者が現実の世界のどの側面から現象を理解

したいかという動機によって選択されると述べている。 
上記の考え方に基づいて，どの側面から労力負担能力を

理解することが適当であるのか検討すると，橋詰（2004）
は，日本の農業構造の変化を，量的な減少傾向から質的な

衰退へと比重が移る新たな段階に突入したと表現してい

る。また，島崎（2010）は，本報で用いたような社会調査

の手法は，量的把握を目指す定量的手法と質的把握を目指

す定性的手法に大別されると述べている。 
このように，量・質 2 つの側面から物事を捉える方法は，

「量より質」という言葉があることからも分かるように，

物事を理解する際に広く用いられ，多くの人に理解して貰

いやすい方法であると考える。そこで本報でも，量・質 2
つの側面から労力負担能力を捉えることにした。 
次に，2.1.1 節で述べたとおり，Table 1 の既往研究では，

統計的に有意であった変数を観測変数としている。そのた

め，他の地区で観測変数を検討しようとする場合，既往研

究において有意でなかった変数が，対象地区で有意な関係

が見られなかっただけなのか，それともそもそも観測変数

として不適切なのかが分からないので，どの変数を観測変

数とするべきかの判断が難しい。そして，上記の豊田

（1992）が述べていることから分かるように，一つの研究・

論文で扱うことができる観測変数の数には，現実的な限界 
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Table 1 既往研究における影響要因とその観測変数等 
Influencing factors, observable variables and so on in reference papers 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

区分 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

説明変数 
（観測変数） 

既往研究 藤栄（2006） 藤栄（2007） 藤栄（2008） 松下（2008） 松下（2009）

被説明変数 
用排水路管理の 
実施有無注 2） 

用排水路の 
管理水準注 3）

用排水路の 
管理形態注 4） 

共同行動 
水準注 5） 

共同活動の

実施状況注 6）

影響要因 
 
 

集
落
内
の
異
質
性 

集
落
内
の
土
地
利
用 

兼
業
機
会 

そ
の
他
の
集
落
属
性 

 

集
落
の
規
範
の
強
さ 

集
落
規
模 

社
会
的
異
質
性 

 

集
落
属
性 

集
落
規
模 

集
落
の
社
会
的
異
質
性 

集
落
属
性 

 

社
会
関
係
資
本 

地
理
条
件 

ソ
ー
シ
ャ
ル
・
キ
ャ
ピ
タ
ル 

 peer effect 
生
産
環
境 

集
落
属
性 

 

ソ
ー
シ
ャ
ル
・
キ
ャ
ピ
タ
ル 

集落の 
規模 

総戸数  ○  ○     ○  
総戸数の二乗  ○  ○      

集落の 
生産環境 

農家戸数       ○  
農家戸数増減率（1990→2000 年）       ×  
農家 1 戸当たり経営耕地面積       ○  
経営耕地率 ○  ×      
経営耕地に占める田面積率 ○   ○      
耕作放棄地率 ○  ○   ○  ×  
集落の主な田の地形（平坦地，急傾斜地）   ○      
土地利用多様性指標注 8）    ○    
林野率   ○      

集落の 
社会的 
異質性 

非農家率 ○  ○  ×  ○    
非農家率の二乗   ○      
自給農家率       ○  
兼業従事者率 ○        
兼業従事者率の二乗 ○        
集落社会の分極化指数注 10）   ×      
集落社会の多様性指数注 11）   ×      
農業経営規模に関する分極化指数注 12）   ○      
農業経営規模に関する多様性指数注 13）  ○  ○     ○  
農家人口に占める 65 歳以上農家人口の割合   ○     ×  

集落の 
その他 
属性 

DID 距離 ×  △ ○  ○   ×  
農業地域類型 △  △ ○  ○   △  
集落形態  △ ○  ○    
地形  △      
地域   ○      
集落の標高   ○      
集落が属する旧市町村の共同活動の平均実施率     ○ ○  

集落の 
ソーシャ

ル・キャ

ピタル 

寄合回数 ○ ○ ○  ○  ○ 
内部結束型ソーシャル・キャピタルの蓄積量注 26）      ○ 
橋渡し型ソーシャル・キャピタルの蓄積量注 27）       ○ 
内部結束型と橋渡し型の交差項注 28）       ○ 

注 1）上表中の記号（○，△，×）の意味は次のとおり。 
○：少なくとも 10％水準で有意差あり，△：説明変数の一部が少なくとも 10%水準で有意差あり，×：10％水準で有意差なし 

注 2）用排水路管理を実施=1，用排水路管理を非実施=0 
注 3）用排水路管理を「全戸が出役して実施=3，農家のみ出役して実施=2，集落としては非実施=1，非実施=0」 
注 4）用排水路管理を「全戸が出役して実施=4，農家のみ出役して実施=3，雇用して実施=2，集落としては非実施=1，非実施=0」 
注 5）2 つの変数（変数 1：農地・水・環境保全向上対策に「取り組んでいる=1，取り組んでいない=0」。変数 2：農道，用排水路，生活

関連施設それぞれについて「全戸出役=2，農家のみ出役=1，非実施=0」を平均して得られる値。データは，滋賀県農政水産部農村

振興課「H19 世代をつなぐ農村まるごと向上対策の取り組み一覧表」を使用）を因子分析して得られる因子得点。松下（2008）は

構造方程式モデリングを用いて分析しているので，ここでは最上位の被説明変数を記載 
注 6）集落が共同活動を実施=1，集落が共同活動を未実施=－1。データは，滋賀県農政水産部農村振興課「H19 世代をつなぐ農村まるご

と向上対策の取り組み一覧表」を使用 
注 7）ある主体の行動様式がその主体が属する参照グループの行動様式に影響をうける効果（松下，2008） 
注 8）集落内の土地利用の多様性を，田面積，畑面積，果樹園面積で区分した 3 つのグループの構成比率を用いて表す指標 
注 9）松下（2009）は，生産環境の指標としたこれらの変数は「住民の異質性を表すという共通点をもつ」と述べている。 
注 10）集落を構成する集団が二分しているかを，5 つの集団（非農家，自給的農家，専業農家，1 種兼農家，2 種兼農家）の構成比率を

用いて表す指数 
注 11）集落が様々な集団から構成されているかを，5 つの集団（非農家，自給的農家，専業農家，1 種兼農家，2 種兼農家）の構成比率

を用いて表す指数 
注 12）集落を構成する農家の経営規模が二分しているかを，経営耕地面積で区分した 7 つのグループの構成比率を用いて表す指数 
注 13）集落が様々な経営規模の農家から構成されているかを，経営耕地面積で区分した 7 つのグループの構成比率を用いて表す指数 
注 14）4 区分（30 分以下，30 分～1 時間以内，1～1.5 時間以内，1.5 時間以上）のうち 1～1.5 時間以内は有意差あり 

注 7） 

注 20）

注 15）

注 22）

注 14）

注 9）

注 9）

注 9）

注 17）

注 25）

注 24）

注 18） 注 19）

注 21）

注 23）

注 16）

注 16）

注 16）
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がある。 
そこで本報では，Table 1 の整理結果を基に，次の 5 つ

の指標変数について，労力負担能力に影響を与えると考え

られる理由を整理した上で，それらを使って集落の量的・

質的な労力負担能力を測定することにした。 

Ⅰ編で述べたように，過疎化等の進行により維持管理が

困難になってきたといわれている。ここで，維持管理への 
参加者は，耕作面積に関わらず家から 1 人が基本とされて

いる（長濱，2003）ので，上記のようにいわれていること

は，集落の人口や戸数が減ったことにより，維持管理への

参加者が減ってきたことを意味するといえる。 
このことから，Table 1 の区分欄「集落の規模」の観測

変数のうち「総戸数」は，集落の量的な労力負担能力の指

標変数の 1 つになると考える。 
なぜなら，総戸数が多いほど集落として行う維持管理へ

の潜在的な参加者数は多くなるので，量的な面で集落とし

て労力を負担し得る力を増やすと考えられるからである。 
(2) 農家 1戸当たり属地田面積 

これまで維持管理は，集落の農家を動員して行われ（岡

本，2003），また上述したとおり，参加者は家から 1 人が

基本とされている。そして，保全対策が行われている府県

では，Fig.1 に示したとおり，田面積と開水路延長との間

に強い正の相関関係（相関係数 r＝0.939）が見られる。こ

こで，Fig.1 の田面積は府県別の面積なので，これを属地

田面積と見なすと，農家 1 戸当たり属地田面積は，これま

で参加者 1人が維持管理を担ってきた開水路延長の代替指

標になると考える。 
このことから，Table 1 の区分欄「集落の生産環境」の

観測変数のうち「農家 1 戸当たり経営耕地面積」を基に検

討すると，「農家 1 戸当たり属地田面積」は，集落の量的

な労力負担能力の指標変数の 1 つになると考える。 
なぜなら，農家 1 戸当たり属地田面積が大きいほど参加

者 1 人が維持管理を担う開水路延長は長くなるので，量的

な面で集落として労力を負担し得る力を減らすと考えら

れるからである。 
なお，属地田面積を用いた理由は，集落ごとの開水路延

長のデータが入手できなかったためである。また，上記の

「経営耕地田面積」には，他の集落に通って耕作（出作）

している面積が含まれていることに留意が必要である。 
(3) 農家率 

Ⅰ編で述べたように，混住化等の進行により維持管理が

困難になってきたといわれている。これは，集落の農家の

割合が減ったことにより，維持管理への参加者が減ってき

たことを意味するといえる。 
このことから，Table 1 の区分欄「集落の社会的異質性」

の観測変数のうち「非農家率」を基に検討すると，「総戸

数に占める農家戸数の割合」（以下「農家率」という。）は，

集落の質的な労力負担能力の指標変数の 1つになると考え

る。 
なぜなら， 農家は非農家と比べると労力負担行動をす

（Table 1 続き） 
Table 1 continued 

 

注 15）2 区分（30 分以内，1 時間以上）でいずれも有意差あり 
注 16）3 変数（変数 1：DID 距離が「30 分未満=2，30～60 分=1，60 分以上=0」。変数 2：農業地域類型が「都市的地域=3，平野地域=2，

中間地域=1，山間地域=0」。変数 3：集落形態が「密居=2，集居=1，散在・散居=0）の平均値である「立地を表す変数」に使用 
注 17）2 区分（30 分未満，30 分以上） 
注 18）4 区分（都市的地域，平地地域，中間地域，山間地域）のうち都市的地域と中間地域は有意差あり 
注 19）4 区分（都市的地域，平地地域，中間地域，山間地域）のうち平地地域は有意差あり 
注 20）3 区分（都市的地域，平野地域，中間地域＋山間地域）のうち都市的地域は有意差あり 
注 21）4 区分（散在，散居，集居，密居）のうち集居は有意差あり 
注 22）2 区分（散在，密居） 
注 23）6 区分（平野，盆地，高原，裾野，山間，峡谷）のうち盆地は有意差あり 
注 24）8 区分（東北，関東，北陸，東海，近畿，中国，四国，九州） 
注 25）内部結束型ソーシャル・キャピタルの蓄積量を表す変数に使用 
注 26）4 変数（農道の管理形態，用水路の管理形態，生活関連施設の管理形態，寄合回数）の第 1 主成分 
注 27）5 変数（農林漁業の体験交流，産地直送交流，農山漁村留学受け入れ，伝統・工芸交流，祭り・イベント交流）の第 1 主成分 
注 28）内部結束型ソーシャル・キャピタルの蓄積量と橋渡し型ソーシャル・キャピタルの蓄積量の交差項 
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注）上図は，農林水産省（2012b）に基づき，外れ値である北海

道，秋田・山形・新潟・兵庫県および共同活動支援の実績が

ない東京都を除いた，41 府県のデータを用いて作成した。
 
Fig.1 保全対策における府県別の取組田面積と活動対象開水路

延長との関係（2011 年度） 
Relationship between the area of paddy fields with canal maintenance 
activities and the length of canals in each prefecture (2011 fiscal year)

km
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 (1) 総戸数 



ることによって得る便益は大きく，労力負担行動をするイ

ンセンティブは大きいといわれている（藤栄，2007）ので，

総戸数等によって表される量的な労力負担能力が同じで

も，農家率が高いほど労力負担行動をするインセンティブ

が大きい住民の割合が高くなり，質的な面で集落として労

力を負担し得る力を増やすと考えられるからである。 
(4) 農家の高齢化率 

Ⅰ編で述べたように，高齢化等の進行により維持管理が

困難になってきたといわれている。高齢化とは，65 歳以上

の高齢者人口の割合が多いことである（青柳ら，2003）。
したがって，上記のようにいわれていることは，集落の 65
歳以上人口の割合が増えたことにより，維持管理への参加

者が減ってきたことを意味するといえる。 
このことから，Table 1 の区分欄「集落の社会的異質性」

の観測変数のうち「農家人口に占める 65 歳以上農家人口

の割合」（以下「農家の高齢化率」という。）は，集落の質

的な労力負担能力の指標変数の 1 つになると考える。 
なぜなら，高齢者は体力的な面で維持管理作業への参加

が難しいことが多いといわれている（本田，2011）ので，

量的な労力負担能力が同じでも，農家の高齢化率が高いほ

ど労力負担行動をすることが難しい住民の割合が高くな

り，質的な面で集落として労力を負担し得る力を減らすと

考えられるからである。 
(5) 寄合回数 

Table 1 の区分欄「集落のソーシャル・キャピタル」の

観測変数のうち「寄合回数」は，集落の質的な労力負担能

力の指標変数の 1 つになると考える。 
なぜなら，寄合を行うことで集落構成員の結束は高ま

り，集落の共同行動は容易になるといわれている（藤栄，

2008）ので，量的な労力負担能力が同じでも，寄合回数が

多いほど共同行動の 1つである維持管理への住民の参加は

容易になり，質的な面で集落の労力を負担し得る力を増や

すと考えられるからである。 
 

2.2 労力負担能力の測定方法 

2.2.1 指標変数のデータを主成分分析する方法 

本報では，2.1.2 節で示した 5 つの指標変数のうち，量

的な労力負担能力の指標変数である総戸数および農家 1戸
当たり属地田面積のデータを主成分分析し，得られた第 1
主成分得点を，労力負担能力を測定するための新たな指標

「量的な労力負担能力」の値とした。 
同様に，質的な能力の指標変数である農家率，農家の高

齢化率，寄合回数のデータを主成分分析し，得られた第 1
主成分得点を，労力負担能力を測定するための新たな指標

「質的な労力負担能力」の値とした。 
2.2.2 使用するデータ 

本報では集落の労力負担能力を扱うので，測定に使用す

るデータは，集落単位のデータである 2010 年世界農林業

センサス農業集落カード（以下「2010 年農業集落カード」

という。）のデータとした。 
2010 年農業集落カードは，最新の世界農林業センサスで

ある 2010 年世界農林業センサスを実施した農林水産省大

臣官房統計部から，一般財団法人農林統計協会がデータの

提供を受けて，編集・頒布している。農林統計協会（2012）
によれば，同カードは，2010 年世界農林業センサスの農山

村地域調査と農林業経営体調査の調査結果および過年次

の農業集落カードデータを，農村の地域社会における最小

の単位である農業集落単位に整理統合したものである。そ

して，全国の約 11 万集落のデータが，2012 年 11 月から一

般に頒布されている。 
同カードを使うと，2.2.3 節で述べる事例集落のみなら

ず，全国の集落について，新たに調査することなくデータ

を利用することができるメリットがある。 
2010 年農業集落カードでは，質的な労力負担能力の指標

変数「農家の高齢化率（農家人口に占める 65 歳以上農家

人口の割合）」の算出に必要な「農家人口」が，総農家で

はなく販売農家を対象に示されている。このため，本報で

は，上記の指標変数の代替指標変数として「販売農家人口

に占める 65 歳以上販売農家人口の割合」を用いることと

し，以下これを「農家の高齢化率」と呼ぶ。また，このこ

とと整合をとるため，質的な能力の指標変数「農家率（総

戸数に占める農家戸数の割合）」についても，代替指標変

数として，「総戸数に占める販売農家戸数の割合」を用い

ることとし，以下これを「農家率」と呼ぶ。なお，総農家

は，販売農家と自給的農家に区分されている（農林水産省，

2010a）。 
 2010 年農業集落カードでは，指標変数「農家 1 戸当たり

属地田面積」の算出に必要な「属地田面積」として，「農

業集落の精通者の知見に基づき，農業集落の範囲内にある

耕地を聞き取った面積」（農林統計協会，2012）が示され

ている。しかし，同カードにおける 1 集落当たりの総農家

数は，数戸から数百戸まで大きな幅があるので，属地田面

積の聞き取り精度にも大きな幅があると考えた。そこで本

報では，上記の属地田面積のデータに代えて，食料・農業・

農村白書（農林水産省，2012c）において日本の耕地面積

の出典とされている，農林水産省の「耕地及び作付面積統

計」（農林水産省，2011a）のデータを用いることにした。  
具体的には，「耕地及び作付面積統計」では市町村単位

のデータが示されているので，各集落が属する市町村の

「耕地及び作付面積統計の田耕地面積」に，各集落の「2010
年農業集落カードの経営耕地田面積（販売農家）」と，各

集落が属する市町村の「2010 年世界農林業センサスの経営

耕地田面積（販売農家）」（農林水産省，2012d）との比率

を掛けて，各集落の属地田面積とした。 
上記において総農家ではなく販売農家のデータを用い

た理由は，市町村の「2010 年世界農林業センサスの経営耕

地田面積（総農家）」が公表されていないためである。 
2.2.3 事例集落 

本報では事例集落として，①山形県内にある集落，であ

って，2010 年農業集落カードのデータが，②水田あり・用

排水路あり・畑地集落以外，③非公表データなし，④外れ

値なし，という条件を満たす 842 集落を選定した。 

21鬼丸竜治：用排水路の維持管理における集落の労力負担能力の継続性評価 ― 2010 年世界農林業センサス農業集落カードの山形県のデータを用いた事例 ― 



①の条件を設けた理由は，山形県は，保全対策の取組面

積が全府県で 1 位，取組田面積が 2 位，対象開水路延長が

4 位である（農林水産省，2012b）ことから，本報で事例と

する水田用の用排水路のある集落が，多数存在すると考え

たからである。 
②の条件を設けた理由は，本報では水田用の用排水路を

扱うためである。 
③の条件を設けた理由について，2010 年農業集落カード

では，項目によって秘匿処置を行っている（農林統計協会，

2012）。そこで，労力負担能力の測定に必要なすべてのデ

ータを揃えるため，指標変数の計算に必要なデータが非公

表等になっている集落は，対象外とした。 
 ④の条件を設けた理由について，本報で用いた主成分分

析は，変数の相関関係の情報を手がかりにして変数を合成

する方法である（三輪，2007）。また，相関係数は外れ値

に大きく影響される（小塩，2007）。したがって，外れ値

があると適切な主成分分析が妨げられる。そこで，指標変

数に外れ値のある集落は，対象外とした。 
外れ値の定義について，本報で用いた統計解析ソフトウ

ェア（IBM SPSS Statistics 20）では，第 1 四分位点よりも

四分位範囲（第 1 四分位点と第 3 四分位点の間）の 1.5 倍

以上小さな値のデータ，および第 3 四分位点よりも四分位

範囲の 1.5 倍以上大きな値のデータを，それぞれ外れ値と

している（内田，2007）。本報ではこれに従った。 
 
2.3 労力負担能力の継続性の評価方法 

2.3.1 現在の労力負担能力の測定・分析 

はじめに，2010 年農業集落カードのデータを用いて，

2.2.1節で示した方法により，事例とした 842 集落の 2010
年現在の量的・質的な労力負担能力を測定した。 

測定した労力負担能力は，2.2.1 節で述べたとおり主成

分得点なので，量的データである。量的 2 次元データの分

析において，通常最初に行われるのは散布図の作成である

といわれている（中井・松原，1991）。そこで本報でも，

最初に量的な労力負担能力と質的な能力の関係を，散布図

を用いて分析した。その際，労力負担行動との関係に着目

して分析するため，労力負担行動をしている集落，してい

ない集落に分けて分析した。 
次に，上記の分析結果を基に，測定した量的・質的な労

力負担能力の平均値を基準にして，事例集落を 4 つのカテ

ゴリーに分けた。カテゴリーに分けたデータのような，質

的データの関係を見るには，クロス表が用いられる。クロ

ス表は，本報のような，社会調査の結果分析ではきわめて

よく用いられる方法である，といわれている（中井・松原，

1991）。そこで本報でも，クロス表を用いて，量的・質的

な労力負担能力と労力負担行動との関係を分析した。 
その上で，労力負担能力がどのような状態の時に，「労

力負担行動をしていない集落」が多いのかを，調整済み標

準化残差を用いて分析した。調整済み標準化残差は，クロ

ス表のどのセルに特徴があるのかを確認する方法である

（田窪，2009）。また，「労力負担行動をしていない集落」

に着目した理由は，労力負担能力がどのような状態の時に

労力負担行動をしていない集落が多いのかが分かれば，そ

のような集落を対象に，能力に応じて労力負担行動をする

ための支援策を検討することができると考えたからであ

る。 
2.3.2 将来の労力負担能力の測定および継続性の評価 

趨勢により予測した 10 年後（2020 年）のデータを用い

て，2.2.1 節で示した方法により，事例とした 842 集落の

将来（2020 年時点）の量的・質的な労力負担能力を測定し

た。 
10 年後のデータは，橋詰（2004）が趨勢による農業集落

数をマルコフモデルを使って予測した方法に準拠し，2010
年農業集落カードに掲載されている 2010 年と 2000年のデ

ータを用いて，2010 年の値に増減率（2010 年の値/2000 年

の値）を掛ける方法で算出した。その際，例えば，算出し

た農家数が総戸数を超えないようにする等，各算出値が非

現実的な値とならないように補正した。また，指標変数の

うち「寄合回数」については，2000 年のデータが 2010 年

農業集落カードに掲載されていないため，2000 年世界農林

業センサス農業集落カードのデータを用いた。 
そして，将来の量的・質的な労力負担能力の平均値を基

準にして，事例集落のうち現在は労力負担行動をしている

集落を，2.3.1節と同様にカテゴリーに分けた。 
その上で，各集落が現在の労力負担能力で含まれるカテ

ゴリーと，将来の能力で含まれるカテゴリーとを，現在の

能力の分析結果に基づいて比較・分析することによって，

労力負担能力の継続性を評価した。 
 

Ⅲ 結果と考察 

 
3.1 現在の労力負担能力の測定結果 

Table 2 に，現在（2010 年）の労力負担能力の測定結果

を示す。 
Table 2 の区分欄のうち主成分負荷量は，元となった変

数と主成分との関係の強さを表し，絶対値が 0.3 ないし 0.4
以上あれば，当該主成分に対して貢献していると見てよい

だろうとされている（三輪，2007）。Table 2 の主成分負荷

量の値を見ると，絶対値が最小の指標変数は農家率（0.466）
である。その値は 0.4 以上あるので，元となった 5 つの変

数は，いずれも量的・質的な労力負担能力の測定に貢献し

ていると判断することができる。 
次に，主成分負荷量の符号を見ると，総戸数が正（0.745），

Table 2 現在（2010 年）の労力負担能力の測定結果 
Results of measuring the ability to maintain in 2010 

 区分 指標変数 値 

量的な 
労力負担能力

主成分

負荷量

総戸数  0.745  
農家 1 戸当たり属地田面積 -0.745  

寄与率  55.4％  

質的な 
労力負担能力

主成分

負荷量

農家率 0.466  
農家の高齢化率 -0.730  
寄合回数 0.641  

寄与率  38.7％  
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農家 1 戸当たり属地田面積が負（-0.745），農家率が正

（0.466），農家の高齢化率が負（-0.730），寄合回数が正

（0.641）であった。このことは，2.1.2 節で述べた「総戸

数が多いほど，量的な労力負担能力を増やす」，「農家 1戸

当たり属地田面積が大きいほど，量的な労力負担能力を減

らす」，「農家率が高いほど，質的な労力負担能力を増や

す」，「農家の高齢化率が高いほど，質的な労力負担能力を

減らす」，「寄合回数が多いほど，質的な労力負担能力を増

やす」という因果関係と，それぞれ整合している。 

Table 2 の区分欄のうち寄与率は，元となった変数が持

つ全体の情報のうち，当該主成分によって何割が説明され

ることになるかを意味する値である。また，基準を 60％や

70％程度としておけば十分実用に供する一方で，社会的な

データのような相関が低くなりがちなデータでは基準を

低めにと，データの特性に合わせて調整するのがよいだろ

う，とされている（三輪，2007）。このことから，本報で

扱うデータは社会的なデータなので，上記の基準よりも低

めに見ると，量的な労力負担能力の寄与率（55.4％）は実

用に供するレベルであり，質的な労力負担能力の寄与率

（38.7％）はやや低い，と判断することができる。 
 

3.2 現在の労力負担能力の分析結果 

3.2.1 現在の労力負担能力と労力負担行動との関係 

Fig.2 は，事例とした 842 集落のうち労力負担行動をし

ている 802 集落について，縦軸に質的な労力負担能力，横

軸に量的な労力負担能力をとった散布図に，3.1 章の測定

結果を表示したものである。同様に Fig.3 は，労力負担行

動をしていない 40 集落について，測定結果を表示したも

のである。 
ここで，上記の「労力負担行動をしている集落，してい

ない集落」の区分には，2010 年農業集落カードの調査項目

「農業用用排水路を保全している，していない」を用いた。

上記項目の調査に用いられた 2010 年世界農林業センサス

農山村地域調査票（農業集落用）（農林水産省，2010b）で

は，農業用用排水路は「集落のほ場周辺にある農業用の用

水路と排水路」であると説明されている。また，保全は「農

業集落の共有資源として，その保全，維持，向上を図るた

め，地域住民が主体となって取り組む行為」であって，「自

己の農林業生産活動のために，維持管理のみを行っている

場合は除く」と説明されている。なお，2010 年世界農林業

センサス農山村地域調査の対象となった全国 139,176 集落

の中で，「農業用用排水路のある農業集落」は 126,132 集落

であって，そのうち「保全している集落」は 73.1％に相当

する 92,162 集落とされている（農林水産省，2011b）。 
Fig.2 を見ると，各点は右下がりの幅広な楕円状に分布

し，量的な労力負担能力が増えると質的な能力が減る傾

向，すなわち負の関係があることが見て取れる。この傾向

は，Fig.3 において一層顕著に見て取れる。 
このように，量的な労力負担能力の「高低」と質的な能

力の「高低」との間に負の関係が見られ，また，その関係

の強さには，労力負担行動を「している集落，していない

集落」による違いがあるように見られた。 
そこで次に，事例集落を，量的な労力負担能力の値が平

均値よりも高いか低いか，質的な能力の値が平均値よりも

高いか低いかによって，それぞれ量的な能力が「高い，低

い」，質的な能力が「高い，低い」というカテゴリーに分

けた。ここで，量的・質的な能力の値は主成分得点であっ

て，本報では標準化したデータを用いて算出しているの

で，その平均値は 0 である。また，量的・質的な能力の値
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4.0
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的
な
労
力
負
担
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力
（
主
成
分
得
点
）

量的な労力負担能力（主成分得点）

労力負担行動をしている集落（802集落）

Fig.2 量的・質的な労力負担能力の散布図（労力負担行動をして

いる 802 集落。2010 年） 
Scatter diagram of the quantitative/qualitative ability to maintain (802 
rural communities with maintenance activity, 2010) 
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労力負担行動をしていない集落（40集落）

Fig.3 量的・質的な労力負担能力の散布図（労力負担行動をして

いない 40 集落。2010 年） 
Scatter diagram of the quantitative/qualitative ability to maintain (40
rural communities without maintenance activity, 2010) 

23鬼丸竜治：用排水路の維持管理における集落の労力負担能力の継続性評価 ― 2010 年世界農林業センサス農業集落カードの山形県のデータを用いた事例 ― 



が平均値と等しい集落は，「高い」カテゴリーに含めた。 
そして，説明を容易にするため，以下本報では，量的・

質的な労力負担能力のカテゴリーがともに「高い」に含ま

れる集落のグループを「第Ⅰグループ」，量的な能力が「低

い」かつ質的な能力が「高い」に含まれる集落のグループ

を「第Ⅱグループ」，量的・質的な能力がともに「低い」

に含まれる集落のグループを「第Ⅲグループ」，量的な能

力が「高い」かつ質的な能力が「低い」に含まれる集落の

グループを「第Ⅳグループ」と呼ぶことにする。なお，数

学的に表現すれば，第Ⅰグループとは Fig.2，Fig.3 の第Ⅰ

象限に含まれる集落を意味し，他のグループも同様であ

る。 
本節では 3 つの変数（量的な労力負担能力，質的な能力，

労力負担行動）を取り扱うので，分析に用いるクロス表は

3 重クロス表とした。3 重クロス表は，統制変数のカテゴ

リーごとに，通常の 2 変数からなるクロス表を分割したも

のである。また，統制変数は，変数間の関係の詳細な分析

をするために導入する変数であり（水原，2007），ここで

は 3 つの変数のうちいずれか 1 つが統制変数になる。 
Ⅰ編で述べたように，労力負担能力は労力負担行動に影

響を与えると考えられる要因なので，本節では，量的な能

力，質的な能力をそれぞれ統制変数にした場合について分

析した。 

分析の結果，Table 3 に示した，量的な労力負担能力を

統制変数にした 3 重クロス表において，量的な能力が「高

い」場合に，質的な能力と労力負担行動との間に 10％有意

の関係（χ2検定の p 値＝0.084）が見られた。 
同様に，Table 4 に示した，質的な労力負担能力を統制

変数にした 3 重クロス表において，質的な能力が「低い」

場合に，量的な能力と労力負担行動との間に 10％有意の関

係（χ2検定の p 値＝0.075）が見られた。 
なお，上記のように，3 つの変数のうち 1 つを統制変数

にした場合に，残り 2 つの変数の関係の仕方が統制変数の

カテゴリーによって異なることは，「交互作用」という用

語で知られている（大竹，2010）。また，本報のデータは，

悉皆調査に基づくデータであって，いわゆるサンプリング

データではないが，誤差を考慮して分析するためには統計

的検定の手続きが必要になるといわれている（野呂，2007）
ので，上記の検定を行ったものである。 
クロス表による分析の結果，変数間に有意な関係がある

と判定されたことから，次に，調整済み標準化残差を用い

た分析を行った。 
調整済み標準化残差は，平均 0，標準偏差 1 の正規分布

に近似的に従うことが知られている。この性質から，集落

の労力負担行動について議論した既往研究（例えば藤栄，

2008；松下，2009）と同じく有意水準を 10％にした場合，

Table 3 量的な労力負担能力を統制した場合の，質的な労力負担

能力と労力負担行動との関係（2010 年） 
Relationship between the qualitative ability to maintain and the 
maintenance activities under the controlled quantitative ability to 
maintain (2010) 

 
質的な労力

負担能力 

労力負担行動 
計 している 

集落 
していない 

集落 

量
的
な
労
力
負
担
能
力

高い 

高い 
175 

（96.7％） 
〔42.9％〕 

6 
（3.3％） 
〔25.0％〕 

181 
（100.0％）

〔41.9％〕

低い 
233 

（92.8％） 
〔57.1％〕 

18 
（7.2％） 
〔75.0％〕 

251 
（100.0％）

〔58.1％〕

計 
408 

（94.4％） 
〔100.0％〕

24 
（5.6％） 
〔100.0％〕 

432 
（100.0％）

〔100.0％〕

低い 

高い 
236 

（95.5％） 
〔59.9％〕 

11 
（4.5％） 
〔68.8％〕 

247 
（100.0％）

〔60.2％〕

低い 
158 

（96.9％） 
〔40.1％〕 

5 
（3.1％） 
〔31.2％〕 

163 
（100.0％）

〔39.8％〕

計 
394 

（96.1％） 
〔100.0％〕

16 
（3.9％） 
〔100.0％〕 

410 
（100.0％）

〔100.0％〕

計 
802 

（95.2％） 
40 

（4.8％） 
842 

（100.0％）

注 1）上表の独立性の検定にかかる検定統計量は次のとおり。 
量的な労力負担能力が高い場合： 

χ2値（自由度 1）=2.981，p 値=0.084（< 0.10） 
Fisher の直接確率検定の p 値（両側）＝0.092（< 0.10）

量的な労力負担能力が低い場合： 
χ2値（自由度 1）=0.503，p 値=0.478 
Fisher の直接確率検定の p 値（両側）＝0.606 

注 2）上表において，（ ）内の数字は行パーセントを，〔 〕内

の数字は列パーセントを，それぞれ表す。 

Table 4 質的な労力負担能力を統制した場合の，量的な労力負担

能力と労力負担行動との関係（2010 年） 
Relationship between the quantitative ability to maintain and the 
maintenance activities under the controlled qualitative ability to 
maintain (2010) 

 
量的な労力

負担能力

労力負担行動 
計 している 

集落 
していない 

集落 

質
的
な
労
力
負
担
能
力

高い

高い 
175 

（96.7％） 
〔42.6％〕 

6 
（3.3％） 
〔35.3％〕 

181 
（100.0％）

〔42.3％〕

低い 
236 

（95.5％） 
〔57.4％〕 

11 
（4.5％） 
〔64.7％〕 

247 
（100.0％）

〔57.7％〕

計 
411 

（96.0％） 
〔100.0％〕 

17 
（4.0％） 
〔100.0％〕 

428 
（100.0％）

〔100.0％〕

低い

高い 
233 

（92.8％） 
〔59.6％〕 

18 
（7.2％） 
〔78.3％〕 

251 
（100.0％）

〔60.6％〕

低い 
158 

（96.9％） 
〔40.4％〕 

5 
（3.1％） 
〔21.7％〕 

163 
（100.0％）

〔39.4％〕

計 
391 

（94.4％） 
〔100.0％〕 

23 
（5.6％） 
〔100.0％〕 

414 
（100.0％）

〔100.0％〕

計 
802 

（95.2％） 
40 

（4.8％） 
842 

（100.0％）

注 1）上表の独立性の検定にかかる検定統計量は次のとおり。 
質的な労力負担能力が高い場合： 

χ2値（自由度 1）=0.355，p 値=0.551 
Fisher の直接確率検定の p 値（両側）＝0.624 

質的な労力負担能力が低い場合： 
χ2値（自由度 1）=3.172，p 値=0.075（< 0.10） 
Fisher の直接確率検定の p 値（両側）＝0.082（< 0.10）

注 2）上表において，（ ）内の数字は行パーセントを，〔 〕内

の数字は列パーセントを，それぞれ表す。 
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調整済み標準化残差の絶対値が 1.65 以上のセルは，特徴的

な箇所であるとみなしてよく，その値が正のところは他に

比べて度数が多いことを示すといわれている（内田，

2007）。ここで，上記の 1.65 は，正規分布表より導かれる，

10%有意な時の確率変数の値（z 値）である。 
Table 5 に，量的な労力負担能力を統制変数にした場合

の，質的な能力と労力負担行動との調整済み標準化残差を

示した。また，Table 6 に，質的な労力負担能力を統制変

数にした場合の，量的な能力と労力負担行動との調整済み

標準化残差を示した。 
Table 5 を，労力負担行動を「していない集落」に着目

して見ると，絶対値が 1.65 以上かつ値が正であるセルは，

第Ⅳグループと交差するセル（1.73）であることが分かる。

同様に Table 6 を，労力負担行動を「していない集落」に

着目して見ると，絶対値が 1.65 以上かつ値が正であるセル

は，第Ⅳグループと交差するセル（1.78）であることが分

かる。 
このことから，第Ⅳグループには，労力負担行動をして

いない集落が他のグループに比べて多い，という特徴があ

るといえる。 
3.2.2 労力負担行動をすることができなくなる労力負

担能力の限界値 

前出の Fig.2，Fig.3 を見ると，量的な労力負担能力の最

低値は，労力負担行動をしている集落（Fig.2）が-2.7 程度，

していない集落（Fig.3）が-2.0 程度である。同様に，質的

な能力の最低値は，Fig.2 が-2.4 程度，Fig.3 が-2.1 程度で

ある。このように，労力負担行動をしている集落の方に，

量的・質的な労力負担能力ともに，より低い集落のあるこ

とが分かる。 
このことから，ここまで事例としてきた 842 集落につい

ていえば，値の低いことが主な原因となって労力負担行動

をすることができなくなる，労力負担能力の「限界値」は

見られない。その原因の 1 つとして考えられることは，事

例集落には，外れ値のある集落が含まれていないことであ

る。 
そこで本節では，外れ値のある集落も含めて労力負担能

力の指標変数を分析し，集落として労力負担行動をするこ

とができなくなる限界値を確認する。 
具体的には，はじめに分析対象集落として，2010 年農

業集落カードの山形県の全 2,406 集落の中から，2.2.3 節

で述べた事例集落の選定条件のうち「外れ値なし」を除く

3 つの条件に合致する，2,108 集落を選定した。その上で，

対象集落のうち労力負担行動をしている集落，していない

集落それぞれについて，労力負担能力の 5 つの指標変数の

最小値・最大値を整理した（Table 7）。なお，上記の 2,108
集落には，これまで事例としてきた 842 集落がすべて含ま

れる。 
Table 7 の指標変数欄のうち「総戸数」を見ると，その

最小値は，労力負担行動をしている 2,003 集落，していな

い 105 集落ともに，5 戸であった。過疎化の進行により維

持管理が困難になってきたといわれている（農林水産省，

2013a）が，上記のとおり本報では，労力負担行動をして

いる集落と，していない集落とで，総戸数の最小値は変わ

らず，労力負担行動をすることができなくなる総戸数の限

界値（最小値）を確認することはできなかった。 
このことについて，2010 年農業集落カードでは，2.2.3

節で述べたように，一部の集落のデータは公表されていな

い。そのため，総戸数が 5 戸未満の集落において，限界値

が見られるのかもしれない。 
Table 7 の「農家 1 戸当たり属地田面積」の最大値を見

ると，労力負担行動をしていない集落（17.5ha）よりも，

当該面積が大きい（34.3ha）集落において労力負担行動を

していることが分かる。本報では，農家 1 戸当たり属地田

Table 7 指標変数の最小値・最大値（2010 年） 
Minimum/Maximum value of the indicating variables (2010) 

指標変数 
最小値 最大値 

労力負担行動を 
している 2,003 集落 

労力負担行動を 
していない 105 集落 

労力負担行動を 
している 2,003 集落 

労力負担行動を 
していない 105 集落 

総戸数 5 戸 5 戸 7,233 戸 2,297 戸 
農家 1 戸当たり属地田面積 0.016ha 0.044ha 34.3ha 17.5ha 
農家率 0.3％ 0.1％ 100％ 90.0％ 
農家の高齢化率 0.0％ 0.0％ 100％ 57.1％ 
寄合回数 0 回 0 回 99 回 99 回 

 

Table 6 量的な労力負担能力と労力負担行動との調整済み標準 
化残差（2010 年） 

Adjusted standardized residual between the quantitative ability to 
maintain and the maintenance activities (2010) 

 
量的な労力 
負担能力 グループ名 

労力負担行動 
している

集落 

していない

集落 

質
的
な
労
力

負
担
能
力 

高い 
高い 第Ⅰグループ 0.60  -0.60    

低い 第Ⅱグループ -0.60  0.60    

低い 
高い 第Ⅳグループ -1.78  1.78    

低い 第Ⅲグループ 1.78   -1.78    
 

Table 5 質的な労力負担能力と労力負担行動との調整済み標準 
化残差（2010 年） 

Adjusted standardized residual between the qualitative ability to 
maintain and the maintenance activities (2010) 

 
質的な労力 
負担能力 

グループ名 
労力負担行動 

している

集落 

していない

集落 

量
的
な
労
力

負
担
能
力 

高い 
高い 第Ⅰグループ 1.73  -1.73    

低い 第Ⅳグループ -1.73  1.73    

低い 
高い 第Ⅱグループ -0.71  0.71    

低い 第Ⅲグループ 0.71  -0.71    
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面積が大きいほど，参加者 1 人が維持管理を担う水路延長

は長くなり，労力負担行動をすることが困難になると予測

したが，この指標変数についても，労力負担行動をするこ

とができなくなる限界値（最大値）を確認することはでき

なかった。 
このことについて，本報では労力負担行動の区分に，

2010 年農業集落カードの調査項目「農業用用排水路を保全

している，していない」を用いた。この項目の調査に用い

られた調査票（農林水産省，2010b）では，保全の内容に

ついては触れられていない。そのため，労力負担行動をし

ている集落のうち，参加者 1 人が維持管理を担う水路延長

が相対的に長い集落では，維持管理の内容が簡略化されて

いるのかもしれない。 
Table 7 の「農家率」の最小値を見ると，労力負担行動

をしている集落が 0.3％，していない集落が 0.1％であり，

農家率が 0.3％を下回ると集落として労力負担行動をしな

くなる，と解釈することができる。このことは，混住化の

進行により維持管理が困難になってきたといわれている

（農林水産省，2013a）ことと整合している。しかし，差は

0.2 ポイントにすぎないので，上記の結果をもって，限界

値（最小値）を確認することできたとすることは，不適切

であろう。 
Table 7 の「農家の高齢化率」の最大値を見ると，労力

負担行動をしている集落が 100％，していない集落が

57.1％であり，高齢化率がより高い集落でも労力負担行動

をしていた。 
このことについて，現在わが国には 75 歳以上を対象に

した医療保険制度がある（厚生労働省，2012）ことから考

えると，健康状態や体力等の面で労力負担行動に支障が出

る高齢者とは，75 歳よりも高齢な人達なのかもしれない。 
 Table 7 の「寄合回数」の最小値を見ると，労力負担行

動をしている集落，していない集落とも同じ 0 回であり，

労力負担行動をすることができなくなる限界値（最小値）

を確認することはできなかった。 
このことについて，本報では，寄合を行うことで集落構

成員の結束が高まり，これを繰り返すことで集落内の「規

範」を形成し，集落の共同行動は容易になると述べた藤栄

（2008）に従い，Table 1 でソーシャル・キャピタルの観測

変数とされた寄合回数を用いた。一方，上述した「規範」

は，ソーシャル・キャピタルの特徴の一つ（Putnam，1993）
なので，対象集落ではそれ以外の影響が大きかったのかも

しれない。 
ここで，上記の結果を別の側面から捉えると，対象集落

に限って言えば，労力負担能力の指標変数には限界値はな

いので，能力の低いことが主な原因となって労力負担行動

をすることができない集落は存在しない，ということがで

きる。すなわち，実際に労力負担行動をしているか否かは

別として，本節で分析対象とした 2,108 集落は，集落とし

て労力負担行動をするために必要な労力負担能力を有し

ている，ということができる。 
3.2.3 第Ⅳグループには労力負担行動をしていない集

落が他のグループに比べて多い理由 

3.2.1 節で述べたとおり，平均値よりも量的な能力が高

く質的な能力が低い集落のグループ（第Ⅳグループ）には，

労力負担行動をしていない集落が他のグループに比べて

多い，という特徴があった。 
Ⅰ編で述べたように，労力負担能力は労力負担行動に影

響を与える要因の 1つである。そのため第Ⅳグループでは，

質的な能力の低いことが，労力負担行動をしていない集落

が多いことの理由であるのかもしれない。しかし，同じよ

うに質的な能力の低い第Ⅲグループでは，量的な能力も低

い点が第Ⅳグループとは異なるものの，前出の Table 5 に

示したとおり，量的な能力を統制した場合に，質的な能力

と労力負担行動との間に有意な関係は見られなかった。し

たがって，質的な能力が低いことだけでは，労力負担行動

をしていない集落が多いことの理由にはならない。 
そこで本節では，第Ⅳグループには労力負担行動をして

いない集落が他のグループに比べて多い理由を考察する。 
鬼丸（2012）は，労力負担行動への影響要因のうち，労

力負担能力と労力負担意欲には共通の要因が影響を与え

ると考えられる，と述べている。 
このことから，本報で取り扱った労力負担能力の指標変

数の中には，労力負担意欲にも影響を与える要因があっ

て，それが意欲を通じて労力負担行動に影響を与えた結

果，労力負担行動をしていない集落が増えたのかもしれな

い。ここで，本節では特に断らない限り，労力負担意欲と

いう言葉を，鬼丸・佐藤（2011）に準拠して，集落の全住

民の労力負担意欲の平均という意味で使う。 
労力負担意欲に影響を与える要因に関して，鬼丸（2012）

は，意欲には他者に対する信頼感が大きな影響を与えると

述べている。また，その理由を，山岸（1990）の考え方に

基づいて，「他者に対する信頼感が持てる状況では，他者

も自分と同様に労力負担行動をとってくれるであろうと

考えるので，労力を負担しようと思う気持ち（意欲）は高

いが，他者に対する信頼感が持てない状況では，自分だけ

が労力負担行動をとっても馬鹿を見るのではないかと考

えてしまうので意欲は低い」と述べている。 
上記の「他者に対する信頼感が持てない状況」に関して，

藤栄（2007）は，非農家は農家と比べると労力負担行動を

するインセンティブは小さいと述べている。また，藤栄

（2008）は，寄合を行うことで集落構成員の結束は高まり，

集落の共同活動が容易になると述べている。 
このことから，「非農家数が多く，寄合回数が少ない」

集落では，労力負担行動をするインセンティブの小さな住

民が多く，住民の結束も低いと考えられるので，自分だけ

が労力負担行動をとっても馬鹿を見るのではないかと考

えてしまう住民が多いだろう。住民の多くがそのように考

えてしまうので，当該集落では労力負担意欲は低くなると

考える。 
上記のように考えると，2.1.2 節で述べた 5 つの指標変

数のうち総戸数が多く，農家率が低く，寄合回数が少ない

集落は，上述した「非農家数が多く，寄合回数が少ない」
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集落なので，労力負担意欲の低い住民が多い集落，すなわ

ち労力負担意欲の低い集落である考える。 
3.2.1 節で述べた 4 つのグループにおける「非農家数が

多く，寄合回数が少ない」集落数について分析するため，

指標変数の中央値等を Table 8 に整理した。Table 8 の「非

農家数が最多値以上の集落数」，「寄合回数が最少値以下の

集落数」欄を見ると，第Ⅳグループは 132 集落，124 集落

であり，いずれも最多である。  
このように，第Ⅳグループには「非農家数が多く，寄合

回数が少ない」集落が他のグループに比べて多数含まれて

いる。それらの集落は，上述した「労力負担意欲の低い集

落」なので，第Ⅳグループには，意欲の低い集落が他のグ

ループに比べて多数含まれていると考えることができる。 
上記の結果から，労力負担行動をすることができなくな

る労力負担意欲の限界値は不明であるものの，第Ⅳグルー

プには意欲の低いことが原因となって労力負担行動をし

ていない集落が少なくとも他のグループよりは多い，とい

えよう。 
Ⅰ編で述べたとおり，本報では，集落の労力負担能力に

応じた支援策を検討することを上位目標としている。上記

の結果から考えると，第Ⅳグループの集落への支援策を検

討する際には，労力負担意欲を向上させるために働きかけ

る要因の選択方法を示した鬼丸（2012）に基づいて，意欲

を向上させる支援策から検討を始めると効果的であろう。 
 
3.3 将来の労力負担能力の測定結果 

Table 9 に，将来（2020 年）の労力負担能力の測定結果

を示す。 
Table 9 の区分欄のうち主成分負荷量を見ると，絶対値

が最も小さい指標変数は寄合回数（0.479）である。その値

は 0.4 以上あるので，3.1 章で述べた現在の労力負担能力

の測定結果と同様，元となった 5 つの変数は，いずれも量

的・質的な能力の測定に貢献していると判断することがで

きる。 
また，主成分負荷量の符号も，現在の労力負担能力の測

定結果と同様，2.1.2節で述べた因果関係と整合している。 
Table 9 の区分欄のうち寄与率を見ると，3.1 章で述べた

現在の労力負担能力の測定結果と同様に，量的な労力負担

能力の寄与率（54.1％）は実用に供するレベルであり，質

的な労力負担能力の寄与率（35.5％）はやや低い，と判断

することができる。 
 
3.4 労力負担能力の継続性の評価結果 

3.4.1 労力負担能力の継続性が低い集落 

3.2 章で述べたとおり，平均値よりも量的な労力負担能

力が高く質的な能力が低い集落のグループ（第Ⅳグルー

プ）には，労力負担行動をしていない集落が他のグループ

に比べて多い，という特徴があった。また，そのような特

徴が見られる理由の 1 つは，第Ⅳグループには，労力負担

意欲の低い住民の多い集落が他のグループに比べて多数

含まれていると考えられることであった。 
今，事例集落のうち現在は労力負担行動をしている集落

を，3.3 章で測定した「将来の」量的・質的な労力負担能

力の平均値を基準にして，3.2.1 節と同様に 4 つのグルー

プに分けたとする。その場合，現在は第Ⅰ～Ⅲグループに

含まれ，将来は第Ⅳグループに含まれる集落の中には，将

来は労力負担行動をしなくなる集落が多いと考える。 
なぜなら，上述したように第Ⅳグループには，少なくと

も第Ⅰ～Ⅲグループよりは，意欲の低いことが原因となっ

て労力負担行動をしなくなる集落が多いといえるので，含

まれるグループが第Ⅰ～Ⅲグループから第Ⅳグループに

変わった集落には，意欲の低いことが原因となって労力負

担行動をしなくなる集落が多いと考えられるからである。  
このように，現在は第Ⅰ～Ⅲグループに含まれ，将来は

第Ⅳグループに含まれる集落は，労力負担能力が継続しな

い（現在と将来とで含まれるグループが変わる）ことと，

労力負担行動をしなくなることとが関係していると考え

られる集落である。そこで本報では，それらの集落を，労

力負担能力の継続性が低い集落であると判定することに

する。 
Table 10 は，上記の考え方に基づいて，現在は集落とし

て労力負担行動をしている 802 集落を対象に，現在（2010
年）の労力負担能力で含まれるグループと，将来（2020
年）の能力で含まれるグループとの関係をクロス表に整理

したものである。 
Table 10 に基づいて労力負担能力の継続性を評価する

と，継続性が低いと判定されるのは，第Ⅰグループから第

Table 9 将来（2020 年）の労力負担能力の測定結果 
Results of measuring the ability to maintain in 2020 

 区分 指標変数 値 

量的な 
労力負担能力

主成分

負荷量

総戸数 0.735  
農家 1 戸当たり属地田面積 -0.735  

寄与率  54.1％  

質的な 
労力負担能力

主成分

負荷量

農家率 0.608  
農家の高齢化率 -0.682  
寄合回数 0.479  

寄与率  35.5％  
 

Table 8 各グループにおける「非農家数が多く，寄合回数が少ない」集落数 
Number of rural communities “with more non-farm households and fewer frequency of meetings” in each group 

グループ名 集落数 
非農家数 寄合回数 非農家数が最多値 

以上の集落数 
寄合回数が最少値

以下の集落数 中央値 左欄のうち最多値 中央値 左欄のうち最少値

第Ⅰグループ 181 集落 21 戸 

22 戸 

15 戸 

 7 戸 

90 集落    9 集落   
第Ⅱグループ 247 集落  9 戸 12 戸 34 集落    41 集落   
第Ⅲグループ 163 集落 11 戸  7 戸 22 集落    89 集落   
第Ⅳグループ 251 集落 22 戸  8 戸 132 集落    124 集落   
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Ⅳグループに変わる 43 集落，第Ⅱグループから第Ⅳグル

ープに変わる 2 集落，第Ⅲグループから第Ⅳグループに変

わる 16 集落の，計 61 集落である。 
3.4.2 本報で示した方法の利点 

本報では労力負担能力の継続性を評価するために，

2.1.2節で示した 5 つの指標変数を用いた。 
一般に，5 つの変数の関係を知るためには，10 通りの組

み合わせ（5C2）を調べなければならない。また，本報で

用いた指標変数は，その単位が戸や ha 等異なることから，

単純には比較することができない組み合わせも存在する。 
これに対して本報で示した方法は，5 つの指標変数を集

約した 2 つの変数（量的な労力負担能力，質的な労力負担

能力）の関係を調べるだけなので，5 つの変数を扱う場合

と比べて，情報の読み取りが容易である。また，2 つの変

数のデータは標準化されているので，元の変数の単位に関

わらず比較することができる。さらに，変数が 2 つなので，

1 枚の散布図を使って変数間の関係を視覚的に把握するこ

とができる。そして，最終的に継続性の評価に用いたクロ

ス表は，見やすい，説得力が高いといった特徴があるとい

われており（大竹，2010），基礎的な数学の知識があれば

表を読み取って継続性の有無を判断することができる。 
これらは，本報で示した方法の利点であるといえよう。 

 
Ⅳ 結 言 

 
本報では，水田用の用排水路の維持管理における集落の

労力負担能力の継続性について，その評価を 2010 年農業

集落カードの山形県のデータを多変量解析することによ

り試みた。 
具体的には，はじめに現在の量的な労力負担能力を，総

戸数，農家 1 戸当たり属地田面積の 2010 年現在のデータ

を主成分分析することによって，また現在の質的な労力負

担能力を，農家率，農家の高齢化率，寄合回数の 2010 年

現在のデータを主成分分分析することによって，それぞれ

測定した。次に，現在の労力負担能力の測定結果を基に，

現在の労力負担行動との関係に着目して労力負担能力を

分析した。そして，指標変数の将来のデータ（趨勢に基づ

く 2020 年算出値）を主成分分析することによって，将来

の量的・質的な労力負担能力の値を測定し，それを現在の

能力の分析結果と比較することによって，労力負担能力の

継続性を評価した。 
その結果，次のことが明らかになった。 

①現在の量的・質的な労力負担能力の平均値を基準にして

事例集落を 4 つのグループに分けると，平均値よりも量

的な能力が高く質的な能力が低いグループ（第Ⅳグルー

プ）には，労力負担行動をしていない集落が他のグルー

プに比べて多いという特徴がある。 
②①の特徴が見られる理由の 1 つは，当該グループには，

労力負担意欲の低い集落が多数含まれていると考えら

れることである。 
③事例集落では，労力負担行動をすることができなくなる

労力負担能力の限界値は見られない。 
④現在は第Ⅰ～Ⅲグループに含まれ，将来は第Ⅳグループ

に含まれる集落は，労力負担能力が継続しない（現在と

将来とで含まれるグループが変わる）ことと，労力負担

行動をしなくなることとが関係していると考えられる

集落なので，労力負担能力の継続性が低い集落であると

判定することができる。 
⑤現在は労力負担行動をしている 802 集落のうち，労力負

担能力の継続性が低いと判定されるのは，61 集落であ

る。 
本報は，農村工学研究所技報として，中間的な研究成果

で速報的な内容を取りまとめたものである。グループ分け

の基準は平均値でよいのか等，今後検討すべき課題は複数

あるが，労力負担能力の継続性を評価する試みとして，本

報の内容を報告したい。 
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Evaluation of the Continuity of Residents’ Ability to Maintain 
Irrigation/Drainage Canals in Rural Communities 

 
― Evaluation with data from Yamagata Prefecture on rural community cards based on the 2010 World 

Census of Agriculture and Forestry ― 
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Summary 
This study evaluated whether a rural community can continue to maintain irrigation/drainage canals for paddy 

fields with data from 842 rural communities in Yamagata Prefecture. Results showed: (1) “quantitative ability to 
maintain” can be measured with data from the total households and area of paddy fields per farm household, and 
“qualitative ability to maintain” can be measured with data from the farm household rate, elderly farmers’ rate and 
frequency of meetings; (2) when the above 842 rural communities are divided into 4 groups, group IV, which 
consists of rural communities with above average quantitative ability and below average qualitative ability to 
maintain, shows a rate of rural communities without maintenance activities larger than other groups; and (3) 
whether a rural community, expected to move from other groups to group IV in the future, can be evaluated as a 
rural community with low continuity of resident’s ability to maintain irrigation/drainage canals. 

 
Key words : Irrigation/Drainage canal, Maintenance, Rural community, Ability to maintain, Evaluation of 

continuity, Rural community card 
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